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，，銀行口座 2 乙は、中に対して、前項各けに掲げる事項について変吏があったときは、遅涌なく苔血をもってその旨を追知する。
第17条（下請負人等の関係事項の通知）

乙が、個別T．事の全部又は一部を第三者に委任し又は訥負わせたとき（第15条第1項ただし書きによる承諾を得た場合を含む。）は、乙は、
甲に対して、その契約（その契約1こかかわる工事が数次の契約によって行われるときは、後次の全ての契約を含む。）に関し、次の各号に
掲げる事項を遅滞なく書面をもって通知する口①受任者又は下請負人の氏名及び住所（法人であるときは名称及び工事を担当する営栗所の
所在地） ②工事の種類及び内容 ③工期 ④繭条第1項のうち第1号から第7号の各号に掲げる事項 2 乙は、甲に対して、前項各号
に掲げる事項について変更があったときは、遅滞なく害面をもってその旨を通知しなければならない。3乙は、甲から元請工事が施工
体制台帳作成建設工事である旨の通知を受けた場合、その旨を受任者又は下賄負人に書面で通知するとともに、後次の受任者又は下茄負
人からの建設業法・雇用改善法等に基づく届出書（再下請負通知書 ）をとりまとめて、遅滞なく甲へ提出しなければならない。

第18条（監督員）
中は、個別工事の監督員を定め、書面をもってその氏名を乙に通知する'2.監督員は、本約款の他の条項に定めるもの及び本約款に基
づく甲の権限とされる事項のうち、甲が必要と認めて監督貝に委仔したもののほか、設計図書及び外注見積条件書で定めるところにより、
次に掲げる権限を有する。①契約の履行についての乙又は乙の現場代理人に対する指示、承諾又は協議 ②設計因害及び外注見積条件害に
基づく工事の施工のための詳細圏等の作成、及び交付又は乙が作成した詳細図等の承諾 ③設計図書及ぴ外注見積条件書に基づく工程の
管理、立会い、t事の施tの状況の検査及び下事材料の試験又は検査

第19条（現場代理人及び全任技術者）
乙の現場代理人は、本契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営取締を行うほか、本約款に基づく乙の一切の権限（請負代金額の変吏、
請負代金の請求及び受領、工事関係者に関する措置、請求及ぴ本契約の解除にかかわるものを除く。）を行使する。ただし、現場代理人の
権限については、乙が特別に委任し又は制限するときは、甲の承諾を要する。2.乙は、乙の工事施工の技術上の管理をつかさどる主任
技術者を工事現場に置かなければならない。3現場代理人と主任技術者とはこれを兼ねることができる。

第20条（工事関係者に関する措置請求）
甲は、乙の現場代理人、主任技術者、その他乙が個別工事を施工するために使用している下請負人、作業員等で工事の施工又は管理につき、
著しく不適当と認められる者があるときは、乙に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な措匿をとるべきことを求めることが
できる。2.乙は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、甲に対してその理由を明示した書面をもって、必
要な措置をとるぺきことを求めることができる。3甲又は乙は、前2項の規定による請求があったときは、その請求にかかわる事項に
ついて決定し、その結果を相手方に通知する。

第21条（工事材料の品質及び検査）
乙は、個別工事の工事材料につき設計図書及び外注見積条件書にその品質が明示されていない物は、使用前に監督員の承諾を受ける口2
乙は、工事材料について、使用前に監督員の検査に合格した物を使用する口3監督員は、乙から前瑣の検査を求められたときは、遅滞
なくこれに応ずる。4前2項の検査にかかわる費用は乙の負担とする。5 乙は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受

前項の場合において、甲及ぴ乙は、相手方の被った損害の負担について協議して定める。
第37条（前払金）

甲は、必要に応じて、乙からの請求により前払金を支払うときは、前払金額、支払日を注文書、注文諭書に記載する。この場合、甲は乙に対し、
甲の認める担保又は第12条第2項に規定する保証人の提供を求めることができる。

第38条（部分払い）
乙は、出来形部分、工事現場に搬入した工事材料及び製造工場等にある工場製品（監督員の検査に合格したものに限る。）について、その
部分払いを、注文書、注文請書に定めるところにより請求することができる。2.乙は、部分払いを請求するときは、あらかじめその請
求に係る工事の出来形蔀分、工事現場に搬入したエ半材料又は製造工場等にある工場製品の確認を求める。この場合において、甲は、そ
の確認を行い、その結果を乙に通知する。3.甲は、第1項の規定による請求を受けたときは、注文書、注文請書の定めるところにより
部分払いを行う。4.前払金の支払いを受けている場合においては、第1項の請求額は次の式によって算出する。 •今回請求額＝総出来
麻金額x支払率ー前回迄支払済額 ー今回前払金償却額、・ 今回前払金償却頼＝前払金x（総出来高金額+契約金額 ）ー前匝迄償却済額

第39条（完成時の支払い）
乙は、個別工事が第34条の完成検査に合格したときは、書面をもって請負代金額の支払いを請求することができる。ただし、,1渡しを
要する個別工事については、引渡しの時とする。2.甲は、前項の定めにより謂求を受けたときは、注文毒、注文請害に定めるところに
より請負代金の支払いを完了する。

第40条（賃金等の立替払い）
乙が、賃金、下請負工事代金、材料代その他の支払いを遅滞し、乙に対しその支払いを勧告してもなお支払わないときは、甲は、乙の労働者、
下請負人、材料納入業者等の書面による申出により、事情を調査のうえ、乙に代わってこれを立替払いすることができる口2.乙の下請
負人が、 賃金、材料代その他の支払いを遅滞したときは、乙は下請負人に代わって直ちにこれを支払う等適切な措置を溝ずる。乙が適切
な措置を直ちに講じないときは、甲は、乙に代わってこれを立替払いすることができる。この場合、乙と下繭負人との契約に係る工事が
数次の契約によって行われるときは、後次の全ての契約に係る下請負人についても同様とする。3.甲は、前2項の規定によって立替払
いをしたときは、乙に対する立替金として処理することができる。4.甲は、本契約が解除された場合であっても、前3項に定める処置
を行うことができる。

第41条（部分払金等の不払いに対する乙の工事中止）
乙は、甲が注文書、注文請書に定める前払金又は部分払金の支払いを遅滞し、相当の期間を定めてその支払いを求めたにもかかわらず支
払いをしないときは、個別工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。この場合において、乙は、遅濡なくその理由を明示
した書面をもって、その旨を甲に通知する。2.第26条第2項の規定は前項の規定により乙が個別工事の施工を中止した場合について
準用する。

第42条（契約不道合質江）
甲は、工事目的物が種類又は品質に関して契約内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という ）であるときは、乙に対し、工事目的
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乙に第44条第1項各号の事実が生じた場合、乙は、中に対し負担している繭払返遠金、立替金、損害賠償金、求償憤務等一切の金銭憤
務の期限の利益を当然に失い、直ちに支払わなければならない。2.甲は、乙に対して有する債権と、乙に対して負担する債務とを相殺
することができる。

第51条（個人情報の保護）
乙は、本契約に関連し甲から受領した個人情報について、法令等に従い善良な管理者の注意をもって管理し、甲の書面による事前の承諾
を得ることなく、開示した目的以外のために利用し、又は第三者に開示、漏洩してはならない口2.乙は、甲から受領した個人情報を委
任先又は下請負人に開示する場合は、その委任先又は下請負人にも本約款に規定する義務と同等以上の守秘義務を課した場合にのみ開示
できるものとする。3.乙は、甲から開示された目的の範囲内において個人情報を 複製することができるものとし、 複製した個人情報に
ついても本条に従い取り扱う義務を負うものとする。4.乙は、個別工事が終了した場合、又は甲から要求された場合は、個人情報が記
載された書面、複製に係る個人情報の入った記録媒体及びその 複製媒体を甲に返還するか、甲の指示に従い完全に廃棄するものとする。5.
乙は、甲が乙から提供された個人情報について、甲が公表する利用目的の範囲内で利用することができることをあらかじめ承諾するもの
とする。乙は、このことに関して個人情報の本人に対しあらかじめ同意を得るものとする口6.乙が下請負人から個人情報を提供させる
場合は、乙は下請負人から個人情報の本人に対してあらかじめ同意を得させるものとする。

第52条（コンピュ ータ及び電磁的記縁の取扱い）
乙は、個別工事に関連する情報を取り扱うコンピュ ー タ（付属の外部記儲装置を含む。以下、「対象コンピュ ー タ」という。）及び電磁的
記録については、次の各号に掲げる措置を開じるとともに、甲の指示する情報漏洩措置に従わなければならない。①対象コンピュ ー タは乙
の管理下にあるコンピュ ー タを使用し、個人的に所有するものを使用しないこと ②対象コンピュ ー タにはウイルス対策ソフトを遂入し、
当該ソフトは随時最新版に更新すること ③対象コンピュ ー タにはファイル交換ゾフトを導入しないこと ④秘密情報についてはパス
ワ ー ドの設定を行う等適切な情視漏洩措置を講じること

第53条（建設リサイクル法対象工事の告知）
元請工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成I 2年5月3I日法律第104号 ）第9条に定める対象建設工事であ
る場合、甲は契約時に乙に対して、同法第I0条第1項の規定により届け出られた事項（同条第2項の規定による変更の届出があった場
合には、その変更後のもの。）について告知する口2.乙は、前項の告知を受けた場合、乙の下請負人に対して同様の告知を行うロ

第54条（紛争の解決）
本約款の各条項において、甲乙協議して定めるものにつき協議が整わない場合、その他本契約に関して甲乙開に紛争を生じた場合には、
甲及び乙は、双方の合意により選定した第三者、又は建設業法による建設工事紛争審査会のあっせん若しくは調停により解決を図る。

第55条（補則）
注文書、注文請書及び本約款に定めない事項については、必要に応じ甲乙協議して定める。

【原文はテクオス株式会社ホ
ー ムペ ー ジをご確認ください。】




